チャランケ通信　第67号　2014年6月9日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元内閣官房参与　峰崎直樹

　先週、5泊6日の長期出張へ、大学・高校時代の同級生と懇談も
先週は、月曜日から上京、5日は福岡に宿泊し、翌日には新幹線で鹿児島に出向き、全中連(全国中小企業連合会の略称)の大会に出席、翌7日福岡発札幌行き直行便で札幌に帰ってきた。実に5泊6日という長旅で、やや疲れがたまる1週間であった。というのも、2日は研究会、3日は東京工大で税制についての講義があり、あまり上手くもないパワーポイントを使っての税の話は、迫力に乏しく聞いておられる生徒の方たちにとってどの程度理解していただけたのか、恥ずかしい限りであった。東工大では、今週の10日に再び税と社会保障について講義をすることになっている。なかなか忙しい毎日ではある。
6月4日は、一橋時代の同級生との昔話に花が咲き、5日の博多でも修道高校時代の同級生とアルバムを交えながらの思い出に花を咲かせ、楽しい2日間を過ごすことができた。とりわけ博多では、1962年以来というから52年ぶりに再会した花岡さんとお会いし、高校1年生の時には同じクラスだったことが分かり、その時の先生方や同級生の武勇伝など、実に楽しい会合になった。今度いつ会えるかもしれないわけで、お互いの健康に留意しての再会を期して別れを惜しみつつ宿へと足を運んだ。

九州新幹線、博多・鹿児島間が1時間足らずで、「さくら」という名称は同じでも、スピードは大違い
翌日は、初めて九州新幹線に乗車して博多から鹿児島に出向いたのだが、1時間半までかからないで鹿児島中央駅に到着できたのにはやや驚いた。こんなに近かったのだろうか、40年前に初めて東京から夜行列車で鹿児島まで出張したとき、寝台から起きて博多から熊本、さらに終点の西鹿児島までの遠かったことを思い出し、隔世の感であった。ちなみに、その時の夜行のブルートレイン寝台特急の愛称が「さくら」であり、今回の九州新幹線の超特急の愛称も「さくら」であった。同じ「さくら」でも、そのスピードの違いはすさまじいもので、時代の変化を感じさせてくれたのだ。
福島原発事故調査委、故吉田所長の調書、情報公開すべきだ
さて、原子力発電を巡る最近の動きのなかで、朝日新聞がスクープした故吉田昌郎所長の調書の中身は、やや衝撃的であった。報道によると、原子炉が破壊されるかもしれないという事故の重大な場面で、幹部級を含む所員の9割が待機命令に反して現場を離脱したという。菅元総理が東電本社に乗り込み、「撤退したら東電は潰れますよ、絶対に撤退してはならない」と激しく幹部に対して詰め寄ったと言われたことが思い出される。その後の新聞報道を読むと決死の思いで突入していく場面など生々しい記録が明らかになりつつあるわけで、是非とも情報公開すべき調書と言えよう。
残念ながら、安倍政権の原子力政策は原子力を基盤的なエネルギーと位置づけ、原子力規制委員会が安全と認めた原発から再稼働を進めていくとともに、核燃サイクルも継続し、動かない「もんじゅ」や故障続きでまともに稼働しない青森県六ヶ所村の使用済み核燃料再処理施設も継続させていくとされている。それらの施設に兆円単位の国費を注ぎ込んだ上に、さらに継続させようとしているわけで、費用対効果の面から見ても明らかに財政の無駄遣いを継続していると言えよう。

原子力規制委員予定者田中教授の人事、見直すべきでは
さらに、旧聞に属することだが原子力規制委員会の委員候補としてノミネートされ、国会での同意人事にかけられている田中知東京大学教授は、原発推進派であり、田中教授が担当している「核燃料サイクル社会工学寄付講座」むけに、東京電力から約1億円寄付があったことも明らかになってきている。規制する側の学識者が「原子力村」にからめ捕られており、規制されている側から多額の寄付金を受けるということでは、利益相反にならないだろうか。これでは正しく規制できないのは、明らかではないだろうか。安倍内閣は、露骨な人事を梃子にして、これまで国民にとって必要な改革を進めてきたさまざまな政策を、間違った方向に変えようとしているのだが、この原子力規制委員会の人事も又同じことを進めようとしている。残念なことではあるのだが、支持率が高く、衆参で多数を握っているために何でもアリとなっており、阻止できない歯がゆさを痛感する毎日が続いている。
再び浮上するのか、幌延の核廃棄物最終処分場候補地選び
また、北海道にとっても見逃すことができない発言が飛び出している。8日付の北海道新聞の報道によれば、原子力発電環境整備機構(NUMO)の斎藤副理事長(経済産業省出身)が7日札幌市内で開いたシンポジウムで、「核のゴミ」の最終処分場の候補地選びについて「道内も処分候補地になる」と公の場で初めて発言したという。この発言と、幌延町にある日本原子力研究開発機構(原子力機構)の深地層研究センターを、地下350メートルから500メートルまで掘り下げることや、2021年ごろまでと定められた幌延の研究期間が延長される可能性も予測されており(5月5日付北海道新聞朝刊参照)、政府として北海道の幌延に核廃棄物の最終処分地を押し付けてくることが十分に予想されるのだ。
そんな思いが頭をよぎり始めた中で、原発から出る「核のゴミ」の最終処分事業を担う「原子力発電環境整備機構(NUMO)の理事長を任期途中で退任(事実上の更迭)させ、後任には原子力委員会の前委員長近藤駿介氏が有力視されているという報道も同じ紙面に出でいるのだ。なんと、近藤駿介氏は札幌出身で弟さんが元北海道電力の近藤龍夫社長である。北海道にとって、核廃棄物問題が再びきな臭くなってきたようだ。もう一度幌延問題が、政治の焦点になりそうな予感がしてきた。
株価引き上げに向け、もうGPIFが動き出し始めたとの噂が
さて、アベノミクスの動きである。今の内閣が一番気にしているのが株価と言われており、先週は久方ぶりに1万5千円台を回復できたのだが、果たしてこのまま一本調子に1万6千円台を回復し、過去最高水準を突破できるだろうか。これまでの株価の引き上げをリードしてきたのは円安による資産価格の引き上げだったのだが、更なる円安はなかなか難しいとみて「年金積立金管理運用独立行政法人」(GPIF)や郵貯資金運用で株式運用比率を高めていく道を、もしかすると既に開始し始めているのではないか、とさえ噂されているほどである。
もちろん、本格的なポートフォリオの組み替えによる日本の株式市場への運用拡大は今後進められるのだろうが、見逃してはならないのはGPIFの株式運用比率の拡大は、保有してきた日本国債の放出とセットで実施されることになる。それは、日銀による長期国債の購入に対して金融機関の応札が無い、といういわゆる「札割れ」が4月に発生したことへの対応でもあることを見失ってはなるまい。株価の引き上げと共に、日銀の異次元金融緩和策への対策でもあり、いわば［一石二鳥］の効果を期待しているのだ。
安倍政権の特徴は『急ぐ政治』だ、長谷部東大教授の指摘

代替財源抜きの法人税率の引き下げ強行とは無茶だ
東京大学の長谷部教授(憲法学)は、朝日新聞紙上で「安倍政権の特徴は『急ぐ政治』だ」と指摘されているのだが、何事においても独断専行が目立つ。法人税率の引き下げについても、代替財源が見つからなくても来年度から実施していくことを明言しているし、経済政策ではないのだが、集団的自衛権の閣議決定も今国会で実現させるよう指示をしたと報道されている。
法人税の引き下げは、代替財源が無ければ結局のところ消費税の引き上げで賄う以外にないわけで、法人税を支払っている大企業の減税財源を、貧困層も含めた国民からの消費増税で持って補填をしていくことになるわけで、公平性という観点からして到底認められないことは言うまでもあるまい。しかも、東日本大震災復興に向けた法人税の増税分は既に減税されているのだ。さらに、減税することの国民的なコンセンサスが無い中で、調子に乗って『急ぐ政治』を展開すれば、国民から手痛いしっぺ返しを受けることを覚悟する必要がある。
集団的自衛権の問題についても、民意の動向や専門家の意見など、国の形を変える大きな憲法問題であればあるほど時間をかけて、しっかりとした議論をしていく必要があることは民主主義の一番重要な点ではなかろうか。
欧州中央銀行がついにマイナスの金利を設定へ

先進国経済は成熟化し、新しい投資先が無くなっているようだ
それにしても、ECB(欧州中央銀行)の6月5日に開催された理事会の政策決定には驚かされる。何と民間金融機関がECBにお金を預ける際の金利を、これまでのゼロからマイナス0,10%に引き下げることを決定した。マイナス金利はこれまでデンマークの中央銀行が実施していたが、日本を含む先進国の中央銀行では初めてである。言うまでもなく、狙いはユーロ経済がデフレに陥るのを防ぐための措置である。ユーロ圏内の多くの国では今も失業率が高く、銀行は多額の不良債権を抱え、政府も財政再建を迫られている。ユーロ圏でも金利を下げても積極的にお金を使おうという意欲が少なく、ユーロ圏の消費者物価は5月で0,5%、ECBが目標とする2%に到達していない。日本が陥ったデフレに突入するのではないか、と懸念され、今回のマイナス金利の導入に至ったとされている。このことによる効果は、一つはユーロ安になるということであり、さらに資金に余裕のあるドイツなどの銀行が、ECBにお金を預ける代わりに資金繰りが厳しい南欧などの企業にお金を貸すことにあるとされている。
ユーロの矛盾「通貨は共通・財政は別々」に悩むECBの実験
実際にマイナス金利がうまく機能するかどうか、疑問も無いわけではないのだが、結局は日米英の中央銀行のように、大量の国債を買って量的緩和に乗り出す際にも、どの国の国債をどれだけ購入するのか、といった大問題があり、「通貨は共通、財政は別々」というユーロの矛盾がECBを悩ませている。さらに、もっと根本的な背景には、どこに投資をすれば高い利潤率が得られるのか、先進国はだんだんと成熟化しているが故に投資先が見つからなくなっているのだ。結局はバブルを引き起こすことになり、そのバブルの後遺症に悩むということに成るしかないのだろうか。
今回の出張中に、竹森俊平慶応義塾大学教授の最新作『世界経済危機は終わった』(日経プレミアム刊)を興味深く読み終えたのだが、ECBが今回採用したマイナスの金利をどのように評価されているのか、お聞きしてみたいものだ。
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